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間接事務作業の分析•改善手法に関する先行研究の考察
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1. はじめに

本研究の対象とする業務は，複数の主体間で情報がやりとりされる間接部門の事務 

作業である。こうした作業は複雑で，属人的な性質をもつため，効卒化が大変難しい。 

十分な分析を行わないまま，情報システムの導入を行えば，実態を反映しない新業務 

プロセスとなる。これを防ぐためには，現行の業務プロセスを正確に把握し，新業務 

プロセスの設計に役立てることが必要である。従来から多くの業務分析手法が提案さ 

れているが，それらの分析手法はそれそれ一'長一'短があり，確立した手法は存在しな 

い。特に，現行の業務分析（As-Is)から，新業務設計（To-Be) への結びつけの点 

で十分な手法が存在していない点が問題と考えられる。本論文では，これまでの業務 

分析手法の問題点を分析し，新しい分析• 改善手法の方向性を考察する。

2. 間接事務作業に関する先行研究

2 - 1 間接事務作業の定義

直接部門が製造，販売など作業が直接に売上に寄与する部門であるのに対して，間 

接部門は，直接売上には寄与しない経理，人享，総務，商品開発，品質管理などの部 

門である。日本企業において間接部門の役割は主として直接部門のサポートである。 

製造部門が製造以外の業務（享務処理やクレーム対応など）を行えば，直接作業にか 

けられる時間が減少してしまう。そこで間接部門が支援業務を代わりに行うことで， 

直接部門を直接作業に注力させ，企業全体としての生産性を向上させている。分業化 

が進んだ大企業では全体に占める間接部門の割合が高くなる傾向にある。間接部門の 

業務範囲は，直接部門の作業以外のすべての業務であり，単純作業から高度な判断業
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務まで非常に幅広い。このため，間接部門の業務内容を一言で言い表すことは困難で 

ある。

米国では，間接部門の享務職（いわゆるホワイトカラ一）も①管理者 (Managerial),

②技術者 • 享門職（Professional),③秘書（Secretarial),④享務職（Clerical) の 

四つに分類するのが一般的である（日本能享協会1 9 8 3 )が，職務記述言によって業 

務範囲が明確化される米国の基準をそのまま日本企業に当てはめることは適当ではな 

い。そこで古川は間接部門をその業務内容によって，①専門的 • 技術的職業従享者，

②一般事務従事者• 販売従享者，③管理的職業従享者，④ラインの営業職従享者の四 

つに分類している（古 川 2006)。それぞれの業務遂行プロセスは，①のほとんどは 

非定型業務，②は定型業務か中心，③は非定型業務の比率が高く，④はほとんどが非 

定型業務である。また業務アウトプットについて，①は主に創造的業務，②は反復的 

業務の比率が高く，③は創造的業務の比率が高い，④は主に創造的業務であるとする。 

専門的 • 技術的職業従享者は，業務のほとんどが非定型かつ創造的な業務のため，業 

務プロセスを分析し，改善することは大変困難である。ラインの営業職従事者につい 

ても，ほとんどが非定型• 創造的業務であり分析は困難といえる。そこで本研究では， 

定型 • 反復作業の比率が高い一般享務従享者，販売従事者の業務を対象とする。ただ 

しこれらの作業も判断業務などの非定型•創造的作業が各作業ステップに入り込んで 

おり，+ 分な分析がなければ，ムダの多い業務プロセスを設計してしまうことになる。 

その上で，同業務の分析の成果を，より非定型の比率の高い作業にJS用していく。

並木らは間接事務作業を「経営活動に必要とされる情報の伝達と処理を行う仕享」 

と定義し，「事務活動の対象物は情報であり，それを具体化したものが享務文言（帳 

票）である」とする（並木 • 島 田 1981)。またJFMAオフィス生産性サロンは，間 

接享務作業者の業務工程を，①情報の受信，②情報の加工（分析，思考，成形)，③ 

情報の発展と定義し，②を最も重視する（JFMA 1996)。Davenportは，一部の業 

務プロセスの目的は，情報の処理• 生成にあるとし，情報がその主要なアウトプット 

になるとするdavenport 1993)。これに対し千住は「事務の流れは帳票という形 

での情報の流れ」と考えている（千 住 他 1987)。これらの議論に共通するのは，間 

接事務作業の本質を「情報の加工と伝達」と捉えている点であり，以下の議論もこれ 

を前提にして進めていく。

2 - 2 間接事務作業の生産性に関する議論

企業は経営資源を効果的に利用し，より多くの付加価値を生み出すことが求められ 

る。生産性はそれを測定するための指標である。直接部門が売上高や生産高によって 

成果の測定が容易であるのに対して，間接部門ではその成果を測ることが難しい。 

0 A 化以前の間接部門では時間あたり処理伝票枚数等で生産性測定が可能だったが，
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0 A化以後のは単純作業が減少し測定は困難となっている。

従来から日本では，直接部門の作業者（プル一力ラー）に対して間接部門の作業者 

(ホワイトカラー）の生産性が低いという議論がなされてきた。清家は，1966年から 

1990年までの製造業の雇用者一人当たり生産性の伸びが4倍となっていることから， 

直接部門の生産性は高いとする一方，間接部門の生産性の追求は不十分だとする（清 

家 1994)。 しかしながら，間接部門は直接部門のサポートの役割であり直接部門の 

生産性向上に間接的に寄与しているはずである。古川は，ホワイトカラーとプル一力 

ラーが渾然一体となって目に見える成果を追求してきた点は認めるものの，ホワイト 

力ラーが非効享的な仕事のやり方をしていても，工場部門の生産性や企業全体の生産 

性が向上していればそれでよしとする風潮があると指摘する（古 川 2002)。古川は 

間接部門の生産性を「効享性」と 「有効性」の二つの側面から評価すぺきとし，「効 

率性が個々のホワイトカラ一の業務プロセスの成果に着目した概念であるのに対して， 

有効性は創造的業務を遂行する上で求められる質的な要件の充足度に着目した概念で 

あり丄「高い有効性は効率性向上のための前提条件となっており，この関係がうまく 

機能してこそ，ホワイトカラーの生産性は向上する」と指摘している（古川 2006)。

2 - 3  .間接事:務作業の分析，改言の重要性

間接事務作業の分析は，直接作業の分析に比べて難しいとされる。その第一の理由 

は作業の複雑性にある。間接事務作業では一般享務であっても，定型業務の間に判断• 

確認などの非定型業務が入り込む。非定常な業務では，特定の作業者が毎日同じパ夕一 

ンで仕事を繰り返し行っているわけではない。直接作業と異なり外部から客観的に観 

察，理解することが困難である。分析方法は作業者への聞き取りが中心になるが，作 

業者自身も説明困難な場合がある。第二の理由は可視化できない情報の存在である。 

業務に利用される情報はすべてが帳票などによって可視化されるわけではなく，帳票 

に至らないメモ* き，作業者の記憶などの情報も存在する。第三の理由は作業が単一 

部門で完結せず，多数の主体が関わる点にある。そして第四の理由は間接事務作業の 

業務期間が長期にわたる場合が多い点にある。このような特徴をもつ間接享務作業を， 

直接作業と同列にとらえ，その分析手法をそのまま当てはめることは適当ではない。

2 - 4 情報システム導入時における業務改言の重要性

近年では，間接部門の事務作業を効率化する手段として，情報技術が広く活用され 

てきている。定型作業などの単純な事務作業を情報システムに置き換えることで，間 

接部門の人員が，より付加価値の高い享務作業ずなわち，非定型業務の比率を増やす 

ことが期待されてきた。 1993年にHammerは 「リ エ ン ジ ニ ア リ ング革命」 

(Hammer 1 9 9 3 )の中で，情報技術をイネ一ブラー（変革を可能ならしめるもの）
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として取り上げ，特に重視した ’(Hammer 1993)。Hammerの提唱したBPR 

(Business Process Reengineering)は，ビジネスの仕組みを抜本的に見直す面期的 

な手法として喧伝された。Hammerの著作の影響は大きく，情報技術さえ導入すれ 

ぱ変革が可能とする誤った認識を一部に生み出した。情報技術に対する過度な期待を 

背景に，多くの企業では，業務の十分な分析を行わないまま，情報システム導入を先 

行させることになった。Davenportは，情報技術をビジネスプロセスに根本的改言 

をもたらす手段として評価する一方で，「情報技術はそれ自身でプロセスを変えるこ 

とはできないし，また唯一の強力な資源というわけではない」とする。そして，組織 

的 • 人的イネープラー，情報イネープラー，情報技術イネープラ一を組み合わせるこ 

とが重要と説いているdavenport 1993)。 最近では，ITによる生産性向上に否定 

的な指摘が数多くなされている。Carrは，ITのコストが下がり入手しやすくなった 

ことで，コモディティ化が進み，「ITが個々の企業の競学優位をもたらす可能性は低 

下」するようになったとしている（Carr 2004)。Bryn jolfssonは,’ IT投資の効果は 

ごく一部にすぎないとし，実質的に企！! の生産性を支えているのは，「業務プロセス， 

社員教言，取引先との関係，顧客満足度，社員の忠誠心，企業に対する評価」などの 

イン夕ンジプルアセット（見えない資産）だと主張する（Brynjolfsson 2004)。ま 

た加護野は, 「競学優位の "第一の源泉" は，情報システム以外のところで，競学相 

手の真似が難しいような工夫をすること」であり，「情報システムは競♦優位の源泉 

とはならない」とする（加護野 1999)。DeMarcoは，90年代多ぐの企業がメインフ 

レームからクライアント•サーバーシステムへの移行という変化にだけ対応し，イン 

夕一ネット，統合サプライチューン，ダイレクト販売などの発展に伴う業務の複雑化 

への対を怠ってきたと指摘するDeMarco 2003)。

河野らは，情報システム導入前の業務分析の重要性を強く指摘している。間接事務 

作業に情報システムだけで完結する仕享は少なく，多くは人手による作業• 判断と， 

情報システムによる処理が平行して実行しており，情報シスチムの設計が不適切だと， 

人手作業と情報システムによる重複処理，コンピュー夕への面倒な入力や手作業によ 

る転記• 確認が発生し，作業負荷や作業効率の点で問題となる（河野 • 山下 • 石田 • 

若 山 2007)。複雑なま務を改善しないまま情報システム化すると，システムが巨大 

化，複雑化して，メンテナンスや拡張にも多大な時間やコストを要することになる 

(木 暮 1 9 9 7 ,中村 2003)。そのため「現状業務のシステム化をする前に，業務の標 

準化や組織の変更などの業務見直しをすることが重要となる」（木 暮 1997)。業務の 

見直しをするためには，現在の業務プロセスの問題点を正確に把握し，新しい業務プ 

ロセスに生かす必要がある。システム導入前の業務分析が重要となる。この分析が十 

分でないことが，間違った新業務プロセスの設計へとつながっている。
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2 - 5  ERPパッケージによるシステム開発の問題点

従来のウォー夕ーフォ一ル型の情報システム開発に代わり，現在の主流はパッケー 

ジソフトをベースとしたプロトタイピング型の開発である。しかしここでも，不十分 

な業務分析が原因で，情報システムに無理矢理合わせた業務設託が行われることが問 

題.となっている。Davenportは，ERPを 「最大公約数的なシステム」とし，「シスチ 

ム•ベンダ一はできるだけ最良の方法をシステムに反映させて設計するようにはして 

いるが，何 が "最良"であるかを決めるのが当の顧客ではなくペングーだということ 

が問題だ」と指摘するdavenport 1998)。手島は，「パッケージに合わせて業務を 

改革するとビジネスプロセスは顧客指向から外れたところで固定化」されてしまい， 

業務を変えることにはなるがリエンジニアリングにはつながらないとする。会託管理 

などと異なり，生産管理や販売管理，購買管理など，企業の使命に関わるアプリケー 

ションに関しては顧客や取引先との間の取引契約とか商慣習か個別に異なっており， 

パッケージが適合しにくく，カス夕マイズして問題が起きやすいと指摘する（手島 

1998)。パッケージソフトを利用する場合でも，業務分析を十分に行うことが必要な 

のは同様だといえる。

3 . 業務分析手法に関する先行研究

以下では，間接事務部門についてこれまでどのような分析手法が開発されてきたか 

を概観し，その問題点について考える。そこまでの手法は，業務設計手法とシステム 

設計手法の二つに大別される。

3 - 1 業務分析•設計手法

業務分析手法としては，事務工程分析，産能大式，巻紙分析の3つの手法を取り上

げる。

3 — 1 —  1 事務工程分析（プロセスチャート）

作業研究の領域においては，古くより事務工程分析が存在する。工程分析は，仕享 

のプロセスを5つの工程記号（作業 • 検査 • 移動運搬• 遅れ • 貯蔵）を使って図式モ 

デルとして記述し，最適のプロセスを追求する手法である（石 原 1978)。工程分析 

は物作りの現場において開発されたIE (Industrial Engineering)の手法であり， 

それを間接享務作業に適用したのが事務工程分析である。ECRSの原則2〉にしたがっ 

て，作業のムグを排除することで改善を行う。千住は享務の流れを帳票という形での 

情報の流れととらえ，工程分析での加工，検査，運搬及び停滞と同じ形で分析が可能 

とした（千 住 他 1987)。この事務工程分析には次のような欠点がある。間接事務作
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業が対象とする情報は，物の流れに加えて人の流れ（思考 • 経験）が入るため，目に 

見えないフロー が存在し，情報の流れを追うために情報システムの分析が必要である0 

また，標準的な作業パターンに対して予め定められた記号を用いて分析を行うため， 

中断や同時並行作業が頻繁に発生する非定常的な作業の分析に適しているとは言い難 

い （河野 • 雨 谷 1998)。例えば，銀行における享務作業では，電話や来客による作 

業の中断，複数の作業者による並行処理，日による作業内容の変化が恒常的に発生し， 

事務工程分析のようなプロセス分析手法によって現状の作業内容を的確に記述するこ 

とは困難である（河野 • 坂爪 • 參 原 2004)。並木は，r享務的行為の本質は経営活動 

における情報の形成，伝達と処理であり，帳票はそれか最も完全に客観化された手段」 

とし，帳票の分析によって享務作業の分析が可能とする。そして，r帳票の個々の運 

搬手段経路が不明確な場合には，享務手続きそのものが不明確であると推定」するこ 

とを主張している。（並 木 1981)

この享務工程分析においては，主体間の情報の流れと作業手順については記述でき 

るものの，帳票を名称の単位でしか記述せず，肝心の情報の内容については十分な記 

述が行えないという弱点が存在する。伝票など紙媒体の処理が多かったかつての事務 

作業と異なり，現在では情報システムを利用することが多く，なおさら十分な分析が 

行いにくい。視認できる直接作業の分析を中心に発展してきた事務工程分析では，間 

接事務作業の分析には限界があるといえよう。

3 — 1— ' 2 産能大式（事務フ□ 一チャ一卜）

産能大式は，業務フローチャートの記述法であり，伝票やモノ，カネ，情報シスチ 

ム等の流れが，時系列に沿って特定の記号：工程記号，線，帳票番号，現物記号，に 

より記述される（高 原 2007)。工程記号は，「作業」「運び」「留め置き」「検査」の4 

つの基本記号からなり，図形の内側に文字や記号を記入することで詳細記号を構成す 

る。産能大方式は，帳票が複数使用された場合の表記を区別するなど，帳票を重視し 

ている点に特徴がある。本方式の利点は，業務の流れを記号を中心に記述できること 

で，業務の流れを簡潔かつ詳細に示すことが出来る点にある。しかし，詳細記号を判 

読するには，記号の暗記か対応表の参照が必要で，習得に手間がかかるという欠点が 

ある。また，最新版では，コンピュー夕機器や情報システムに関する図形も追加され， 

情報化に対応しているが，享務工程分析と同様，帳票を名称の単位でしか記述せず， 

肝心の情報の内容やデ一夕の中身について十分な記述は行えない。

3 - 1 - 3 巻き紙分析

事務工程分析の発展系であり，情報の内容にまで着眼したのが巻き紙分析である。 

これは現状の業務の流れと実態を把g するために，現物の伝票や帳票をすべて集め，
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工程順に並べて，巻 き 紙 （つないだ長い模造紙）に貼り付けていく分析方法である 

(長 田 2005)。作成にあたっては，現状の業務をありのままに記述することが重要と 

される。巻き紙分析で工程内や工程間の作業を細かく分析していくと，いままで気付 

かなかった多くのロスが顕在化される。これまで担当者しかわからなかった業務でも， 

当人の行動を「作業内容」という形で言き出すことによって，業務の実態を再現する 

ことができる。また検討メンバー全員に対して，業務そのものが可視化できるため， 

業務の問題点を指摘しやすいという利点がある（高 林 2007)。 しかしながら巻き紙 

分析は，現状の業務分析に膨大な手間とスペースを要求される方法である。現状の業 

務をありのままに記述し，業務のムグを顕在化させることには有効だが，業務のある 

ベき姿を検討するためのツールは提示されておらず，抜本的な新業務設itを行うため 

のツールとしては十分ではない。

3 - 2 システム設計

システム設託手法では，IDEF, DFD, UML, BPMNの 4 つを取り上げる。

3 - 2 - 1  IDEF

情報システムの研究領域においては，情報化対象作業のモデリング技法として， 

IDEF, D F D , UML などが開発されてきた。 IDEF (Integrated DEFinition 

methods)は，米空軍が1977年から8年間にわたって，航空機調達の際に多数のメー 

カーに対して部位別に分割して発注するに際して，全体の中での各メーカー発注分の 

位置づけや他社との関係を，可視化することを目的に開発された手法である（石橋 

1997) 0 この研究成果の一部が1985 年に ICAM (Integrated Computer Aided 

Manufacturing) Definition (略してID E F )として公開された。IDEFは，独立した 

手法群として，IDEFO (機能モデリング），IDEFlx (デ一夕モデリング），IDEF3 

(プロセス記述）などから構成されている（Giaglis 2001)。IDEF手法は，当初から 

の情報システムの分析と業務改革との統合を目的としている点で，情報システム構築 

の た め の 要 件 定 義 の み を 目 的 と し た CASE (Computer-Aided Software 

Engineering)ツールとは一線を画している（松本 2002)。IDEFOはアクティビティ• 

モデリング手法とも呼ばれ，企業や組織における活動を機能的な側面から体系づけら 

れた静的モデルとして構築する手法である。IDEFOではダイヤグラムと呼ばれる単 

位でモデルを表現する。ダイヤグラムではシステムが内包する問題や，表現したい点 

をア ク テ ィ ビ テ ィ ， インプット，コントロール， メカニズム， アウトプットの5種類 

の構成要素で表現する（研 野 1994)。（図3-2-1参照）
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コントローソレ（c)

インプット（I) アウトプット（0 )

メカニズム(M)

図3 - 2 - 1  IDEFモデルによる機能モデルの表現

IDEFOの表記法の特徴は，ボックスに対して上下からイ申びる二つの矢印である。 

上からの「コントロール」 と下からの「メカニズム」によって，それぞれのアクチィ 

ビティが何のためにどのような手段でどう処理するかを明確に表すことができる。目 

的や結果がはっきりしない業務を見つけ出すとともに，暗黙に埋もれている制約や情 

報を顕在化させるのに役立つ（松 本 2002)。IDEFOは，業務の情報の流れを記述す 

るだけでなく，業務のメカニズムまで同時に表現できる点で優れた表現技法とされる 

(研 野 他 1994)。BPRを実現するには，改革前の業務（As-Is)と，改革後の業務 

(To-Be)のビジネスプロセスを可視化してやり，改革実施前に関係者に十分に合意 

を得ておく必要がある（石 橋 1997)。IDEF手法のモデリングを通じて，システムの 

利用者，開発者をはじめ様々な立場の人たちが，幅広い業務について共通の理解をも 

つことが可能となり，このことが価値観の転換が必要なBPRを促進する手段として 

大変有効とされる（松 本 2002)。研野らは，IDEFOを用いた業務分析•改言の方法 

を提示している（研 野 他 1994)。①現状の業務内容をダイヤグラムで正確に記述す 

る，②部門間で業務が重複していないか，効率的な業務形態になっているか，情報の 

流通過程に問題はないか，といった視点から現状業務の問題点を読み取る，③解決策 

を織り込んだ将来モデルを作成する，④現状モデルと将来モデルとを比較• 評価する， 

という手順である。IDEFOの最大の利点はその簡潔性であり，1980〜90年代にはBP 

R やコン カレ ン ト エ ンジ ニ ア リ ング の 支 援 ツ ール と し て 期 待 さ れ た 。

IDEFは静的モデルの記述技法であり，0き間の概念が明確ではないため，アクティ 

ビティ間の一時的情報の流れなど，動的なプロセスの分析や記述には適していない 

(Gialis 2001)。また，組織をまたがった業務の記述をする形態にはなっていない 

(Mayer 1995)。誰が依頼し実行するかという責任関係を示すことはできない（小林

2005)。 日程管理に関する分析などの場合にはPERTの併用を提唱する研究もある 

(石 橋 1997)。この限界をネ甫うために開発されたのがIDEF3であり，業務プロセスの 

Hき間的な作業の流れを表現する讽用的なプロセスフロー モデルとなっている（Gialis
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2 0 0 1 ) (松 本 2002)。同一作業パターンが繰り返されることを前提として現状の作 

業方法や作業手順を記述する手法であり，作業の中断や並行処理が日常的に発生する 

事務作業の分析（例 ：銀行の窓口 II務）に適しているとはいえない（河野 • 坂爪•桑 

原 2004)。

3 —  2 —  2 DFD (Data Flow Diagram)

構造化分析（structural analysis)は，1970年代後半にDeMarcoによって提案さ 

れたソフトウエア要求分析の最も有名な技法の一つである。システム化や業務効率の 

改善を図る際にデ一夕の流れに卷目して現状分析を行う。この技法で中心となるのは 

D F D ① ata Flow Diagram)と，デ一夕ディクショナリである（小 林 2005)。 

DFDは， ビジネスプロセスにおいてデ一夕を発生• 吸収 • 処理•蓄積する外部エン 

チィチィや，内部デ一夕ベース間でのデ一夕の流れを，矢印で可視化して記述する手 

法である（DeMarco 1986)。デ一夕の流れを示す「デ一夕フロー丄業務内容を示 

す rプロセス丄デ一夕を記録する「ファイル丄デ一夕の発生源と出力先を示すrデ一 

夕源泉ズデ一夕吸収」の四つの要素から« 成されている（小 林 2005)。DFDはデ一 

夕モデリングの目的で広く普及し，システムを設計する際の標參的な記述法として用 

いられている。プロセスの実世界から抽出する要素として，デ一夕の流れ• 変換•蓄 

積，そして関係者など目的にあったものに絞られている。わずか4種類の記号のみを 

使って，全体から詳細に至るまでを単純明快に展開できる。湯口らは，上記に加え， 

「物理モデルと論理モデルとの変換が可能丄「モデルを操作するツールが豊富丄「時 

間の要素がない丄「モデルを正しく扱える人口が豊富」などの点を挙げ，DFDがBP 

R に適しているとする（湯 口 1997)。一方でDFDには，デ一夕以外のビジネス要素 

であるワークフローや人，イベントなどの要素を十分に表現できないという問題点が 

あ る （Yourdan 1989)。Damijは上記のDFDの問題点に対し，横軸にユーザや情報 

源であるエンティティを，縦軸にアクティビティを配した"Activity Table" とい 

うマトリクス図を用いて対応する方法を提案している（Damij 2003)。Damijはこ 

のactivity tableから基礎レベルのDFDを表記し，これをさらに発展レベルのDFD, 

すなわちワークプ ロ セ ス ， ビジネスプロセス， システムを表記するDFDに展開する 

方法を示した（Damij 2003)。DFDを用いてデ一夕フローの改善点を見いだす方法 

は，Damijの論文があるだけで, 今日まで体系的には研究されていない。

3 - 2 - 3  UML

近年，ビジネスモデリング手法の主流となっているのがUM Lである。UM Lは1990 

年代中頃にGrady Booch, James Rumbaugh, Ivar Jacobspnらによって開発され， 

1997年のOMG (Object Management Group) によって標準モデリング技法とし
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て採用された。UM Lは単一のメタモデルにより文法と意味を定められたグラフィ力 

ルな表記法であり，オプジュクト指向型のシステム設計に利用されている。UM Lで 

は，各々のモデル同士が依存関係にある。例えば，分析，設t h 配置，実装，チスト 

の核モデルが直接ユースケースに結びつく構造になっている。

山 下 裕 丈

実現される\
\ 、、、

V \
配置される

設計モデル

\ 実装さ、れる
___ _̂___
配置モデル
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テスト
モデル

図3 _ 2  —  3 UMLにおけるモデル間の依存関係

(ヤコプソン. I ,「UMLによる統一ソフトウェア開発プロセス」P.13をもとに作成）

UM Lでは各フェーズで設定したマイルストーンを利用することで，プロジェクト 

期間における進渉管理や予算管理を行うことができる。またU M Lを用いることによ 

り，反復的でインクリメンタルな開発を行うことが可能となり，システム開発のリス 

クを低減できる（Jacobson et al.1999)。しかしながら，U M Lはそもそもソフト 

ウェア設tfのための表記法である。そのためUM L表記方法には，ビジネスモデルを 

表すための十分な表記機能，表記種類がないことが指摘されてきた（森•宗平•佐川

2006)。例えば，ユースケース図は情報システムの対象範囲を明確にするためのもの 

であり，そのままではビジネスの流れを記述することはできない（児 玉 2004)。U 

M Lをビジネスモデリングに適用する手法としては，マーシャル，ェリクソン& ペン 

カーなどにより提示されてきた。マーシャルは，バーバス（目的），ェンティティ 

(実体），ビジネスプロセス，オーガニゼーション（組織）という4つのビジネス要素 

に卷目してモデリングを行なった（マーシャル，C., 2000)。また，ェリクソン& ぺ 

ンカーは，モデル化の視点として次の4つのビューを提唱した。ビジネスビジョンビュー， 

ビジネスプロセスビュー，ビジネス構造ビュー，ビジネス振る舞いビューの4つであ 

る。ェ リ ク ソ ン & ペ ンカーモデルに対する批判としては，ビジネス全体を俯職する視 

点がなく，目標の記述はあるがビジネスプロセスとの関連付けが出来ていない（森 . 

宗平 • 佐 川 2 0 0 6 ) ,目標同士の関連や因果関係を適切に表現できない（児 玉 2004)
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といったものがある。

3 —  2 —  4 BPMN (Business Process Modeling Notation)

BPMとは，ビジネスプロセスに関する分析，設計，実行，監視，最適化，改善の 

一連の流れを管理するための概念である（加患 2006)。BPMNとは，フローチャー 

ト図を基本としたビジネスプロセスモデリング表記法である。米国非営利団体BPMI 

により，2004年5月に， ビジネスモデリング表記における業界統一標準として， 

BPMN1.0が公開された。BPMNは，フローオブジェクト，接続オブジェクト，スイ 

ムレーン，成果物という4つの基本要素を使って記述される。記述方法がシンプルで， 

技術者以外の分析者，実装者にも用意に理解できる一方で，プロセス実行のための複 

雑性も記述が可能である。業務に変更が生じた0きは， モデルとプロセスの変更がで 

きる，という特徴を持っている（加 藤 2 0 0 6 ,竹 安 2007)。BPMNの基本的考え方 

は，システム設計の際にいきなり機能単位の検討を行うのではなく，まずビジネスプ 

ロセスのレベル，すなわち業務のありかたを分析• 設計 • 評価しようとする。そして 

新業務プロセスが情報化された後も，継続的な業務改善が織り込めるよう仕組みの中 

に織り込もうというものである。一方でBPMNでは，表記法がシンプルなため，組 

織構成やリソース，より詳細な業務内容，デ一夕及び情報モデル，ビジネスツールな 

どが表現できないという点で眼界がある（加 藤 2006)。そのため，実際のシステム 

設計につなげるためには，他の表記法との併用が必要となる。

4 . 業務分析手法の問題点の分析

上で述べた間接事務作業の分析• 設計手法に共通するのは，現状プロセスの記述を 

行って，情報システムの実装へと結びつけるという考え方である。ビジネスモデルとシ 

ステムモデルのギャップをいかに埋めるかという研究も進んでいる（Odeh et al. 

2003, Dumas et al.2005)。しかしながら，これらの分析手法では，現行のビジネ 

スプロセスを，As-Isモデルで記述し，改言後のTo-Beモデルと比較することは可能 

であるが，いかにして両者の差異を埋めるかという方法，手順については必ずしも明 

確ではない。Biemansは， ビジネスモデルの設計は，その複雑性ゆえに航空機や橋 

のように構造計算して設計することが難しく，設計者の経験に依存することから，科 

学というよりもアートになってしまっていると指摘しているpiemans et al.2001)。 

現行の業務分析（As-Is)と，新業無設計（To-Be)とがバラバラに展開されており， 

その連携が十分とは言い難い。このため，昔ながらの設計者の経験と勘に頼った業務 

設計になりがちである。他社のビジネスモデルのモノマネの横行や，情報システムな 

どのツール導入を先行させた業務改善へとつながっている。こうした改善手法は，解

間接事務作業の分析•改善手法に関する先行研究の考察
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決すべき問題点をクローズアップするには大変有効であるが，それをいかにして解決 

するかというアイデアを提供してくれない。そのため，ビジネスプロセス改善の良否 

は，設計者個人の経験や勘に大きく依存してしまう（小 林 2005)。現行の業務分析 

(As-Is)とビジネスプロセスの改善（To-Be) とを直結する仕掛けが重要な課題となっ 

てくる。モデリング手法は数多く存在するものの，間接享務作業を改ぎする方法の研 

究は，実務界のニーズが大きい割には今日まで体系化されているとは言い難い（中村 

2003)。その原因は，第一に情報それ自体は人の目には見えないものであり，情報に 

直接者目した作業分析が進めにくい点にある。第二に，作業研究と情報システムが異 

なる研究領域に位置づけられ，その中間領域の研究が行われにくいことにある。第三 

に情報システム導入の実務においては既存のパッケージソフトやデ一夕ベース• シス 

チムを導入する場合が多く，作業改善の間題が考慮の範囲外とされるケースが多い点 

がある（木 暮 1 9 9 7 ,河野 • 山下 • 坂 爪 2001)。これらの問題を解決しない限り，

モデリング手法とBPRとを有機的に結びつけることは難しい。

5 . 新しい分析•改言フレームワークの検討

本研究では，間接享務作業の分析に関連して，これまでの手法かかかえる問題点の 

解̂決が可能なフレームワークを提案することを目指す。

5 - 1 本研究の基礎となる考え方

本研究の基礎となるフレームワークは「基本変換」（中 村 1 9 9 1 )である。基本変 

換は，付加価値を付ける変化を意味する。仕享の基本変換では，仕享のプロセスにお 

いて，状態が安定した時間軸で区切り，始めの状態と終わりの状態を設定する。次に， 

仕事:の始めの状態（= 素材）との違い（差異）を見つけ，その必要最小限の変化（基 

本変換）のみで構成される作業とは何かを考える（中 村 1992)。そして，基本変換 

以外は全てムグとして捉え，基本変換のみで構成されるスリムな仕享を設託しようと 

する。

従来型のIEの考え方では，仕享をI田かく要素作業に分きし，個々に付加価値を生 

んでいるかを検証するのが一般的であるが，この方法では，現行の仕事の進め方が検 

討のベースとなるため，抜本的な作業改善のアイデアが生まれにくい。もの•こと分 

折では，終わりの状態と始めの状態という形で，考察する範囲を区切る。範囲を区切 

ることで仕享の真の目的が明確になるし，範囲を広くすることで，その間を一足飛び 

につなぐ良い方法が得られる（中村2003)。もの• こと分析では，現行の仕事のやり 

方や手段に制約されることなく，抜本的な作業改善ができるとされる。
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材）

図5 —  1 始めと終わりの区切りに着目したフレームワークの国示 

5 - 2 もの.こと分析の間接事務作業への応用

もの• こと分析は，主に物作りの分野の作業改善で研究が進められてきたが，サー 

ビスや情報システムにも適用の範囲を広げようとしている。河野らの1994年の研究 

では，もの• こと分析を間接部門の享務作業に適用する方法を提示した。この研究で 

は，1 ) 基本変換だけで成り立つ仕享をデザインする方法，2) 現状の仕事のプロセ 

スにおいて基本変換に該当するスチップを見出してそれ以外のスチップを排除する方 

法，3 ) 仕享で使われている「もの」の役割を分析してスリムな仕事に適う別の「も 

の」に代替する方法，という三つのアプローチが提案された（河野 • 柴 田 1994)。 

この研究では，現行業務の具体的な記述に重きが置かれているため，「手段にとらわ 

れずにスリムな仕事を構想する」という，基本変換の趣旨からは十分とは言えなかった。

さらに，河野らの1996年の研究では，仕享の対象としての「もの」「お金」「情報」 

という3種類の要素に着目して，もの• こと分析のフレームワークを間接部門の業務 

改言に適用した。この研究では，仕享の記述方法として，r構造図」と 「フロー図」 

を提案し，情報の流れに関する分析と考察，具体的改善の手段を明らかにした。この 

研究は，できるだけ少ない対象と単純な対象の流れで構成されるスリムな仕事の構想 

案を考え，そこから順次レベルグウンしていくというデザイン的アプローチを採って 

いる点にその特徴がある。レベルグウンされた仕事の水榮は，具体的な制約条件をど 

こまで考慮するかによって決まる（河野 • 甲 斐 1996)。本研究は「もの」「お金」 

r情報」という三つの対象とその流れを同に検討する点に特長があるが，モデルが 

複雑になりすぎ，スリムな仕享を着想することを難しくしている点に欠点があると考 

えられる。

これを発展させた1998年の河野らの研究では，日本語の文享構造を用いた分析フォー
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マッ卜を提案している。分析結果を「業務」と 「要素作業」の階層« 造に整理した上 

で，ムグな業務を抑除したり，不要な要素作業をのぞいて業務を簡素化するための着 

眼点を，問題発見と改善のための問いかけとして整備した。この研究は，複雑で分析 

が困難とされている，非定常業務の分析• 改善手法を提示した点に特長がある。一方 

で，日本語のフォーマットの特性上，分析に時間と手間がかかりすぎる点が課題とさ 

れている（河野 • 雨 谷 1998)。

1999年の河野らの研究では，時間の経過の中で，活動主体間における情報と物の 

流れを視覚的に表す道具として，縦軸にft間の経過,横軸に関係する活動主体をとっ 

た 「物流情報フロー •パ タ ー ン 図」と名づける図が提案されている（河野 • 坂爪•藤 

沢 1999)。フロー図に対して，現状レベル，理想レベル，目標レベルという3つのレ 

ベルがあることを示し，それぞれの定義と違いを明らかにした。現状レベルと理想レ 

ベ ル のフロー図におけるパターンの違いから，情報流と物流に関する問題点を見出す 

ための着眼点として，多段階化，逆流，分岐 • 合流という3つが提示されている。こ 

の研究は情報の流れを可視化することで，客観的に問題点を検討し，経験に依存した 

改善から脱却することを目指したものである。一方で，改善の者眼点については検討 

が十分とはいえない。例えば多段階化したフローでも，付加価値が増大しているケー 

スを明確に区別することができない，などの限界がある。

2001年の研究では，さらに部門間の情報の流れにつ い て ， 問題点を的確に把握す 

るためには，不確定情報の流れについてできるだけ正確に分析することが必要と指摘 

されている。この研究では，部門間の情報の流れのパターンと伝達される情報の内容 

という2点に着目し，時間の経過の流れの中で流れのパターンを示すr情報フロー • 

パターン図」と，伝達される情報内容のHき系列上での変化を示す「情報内容推移表」 

という2種類の分析医!表を提案し，これら分析図表から系統的に問題点を発見するた 

めの着眼点を問いかけとして整理している（河野 • 山下 • 坂 爪 2001)。この研究で 

は，情報の流れだけでなくその内容についても分析，把握が必要と言うことに着目し 

た点が特長である。しかし，情報の内容を正確に記述することは難しく，その表現方 

法については十分提案できたとはいえない。

2004年の河野らの研究では，銀行における享務作業で押印に着目した事務作業の 

分析 • 改言方法を提案している。押印だけを取り上げ，その作業主体，用いられる情 

報項目，及び情報ソースを分析している（河野 • 坂爪 • 桑 原 2004)。プロセスを分 

折する手法は，同一作業パターンが繰り返されることを前提として現状の作業方法や 

作業手順を記述する手法であり，作業の中断や並行処理が日常的に発生する銀行での 

享務作業の分析に適しているとはいえない。本研究は，現状の手段に制約されずに， 

対象から望ましい業務を考えるという意味で，基本変換の考え方に沿っている。その 

一方で，押 印 （印鑑）という対象物に着目したフレームワークが，銀行業務以外の他
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の事務作業に適用しにく く，況用性が乏しいのが欠点である。

2007年の研究では，業務プロセスの分析の対象として，情報項目に着目したフレー 

ムワークを提示した。情報のやりとりを含む間接事務作業を考察の対象に取り上げ， 

対象となる作業を作業ステップに分けて記述し，作業ステップの階層性に着目して改 

善するフレームワークが提案されている（河野 • 山下 • 石田 • 若 山 2007)。その要 

点は，1 ) 対象とする作業を，始めと終わりの時点で区切り，始めの区切りの時点に 

ある素材から終わりの区切りの時点にある製品を生み出す仕事と捉えていること， 

2 ) 対象とする作業で行われている現状の作業ステップに着目し，* 材から製品を生 

み出すために必要不可欠な変化のステップを明らかにしていること，3) 必要不可欠 

な変化のステップで用いられる情報項目に着目し，それらの情報項目を生み出す作業 

スチップを補助ステップとして明らかにしていること，の3つである。この研究にも， 

以下の課題が残されている。そもそも，基本変換の本来の趣旨は，「手段にとらわれ 

ずにスリムな仕事を構想する」というものである。しかしながら，作業内容が複雑で 

不可視的な間接事務作業の分析では，作業内容の記述はより具体的なものとなってし 

まう。このため，手段とその使用方法が特定されてしまい，抜本的な仕事の案がでに 

くい。また，間接享務作業での始めの状態（==素材）と，終わりの状態（ニ製品）に 

おける「物」の多くは，帳票であり，その名称だけでは正確にその内容を記述できな 

いという点で限界がある。

5 - 3 情報項目への着目

基本変換の考え方は，物質的な "もの" を対象とする加工•組立などの直接作業を 

主な対象として発展してきたため，間接事務作業への適用には限界がある。間接享務 

作業では，物質的な「もの」よりも可視化されていない「こと」が占める部分が多い。 

はじめの「もの」である素材にも可視化されていないものが存在する。プロセスを詳 

細に分析してしまうと，かえって抜本的な解決策が出にくくなる。したがって，はじ 

めの「もの」とおわりの「もの」の比較では不十分といえる。

そうした観点から筆者および河野は基本変換をIf完する概念として「基本機能」を 

提案している（山下 2009)。基本機能とは，「製品を生み出すために最小限必要な機 

能」である。ここでいう素材は最初から規定される訳ではない。間接享務作業の「製 

品」である情報はr情報項目」という形で可視化される。情報項目は，様々な情報媒 

体を受け血にして，複数の作業主体間で受け渡しされる。情報は全てが情報媒体に記 

録されるわけではなく，人の記憶などの「未媒体情報」も存在するはずである。この 

考え方では，"製品" から適って，「製品を作り出すために必要な機能は何か，素材は 

何か」という問いかけをおこなう。そして途中の作業工程（プロセス） は無視して， 

最終の "製品" を対象として分析することで，抜本的な業務設計を行う。
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5 - 4 基本機能による分析•改言のフレームワーク

基本機能による分析• 改善のフレームワークでは，次の7つのスチップに従って分 

折をおこなう。

①終わりの状態（製品）の情報項目と，始めの状態（素材）の情報項目を洗い出す

②両者の差分を把握し，いったん「基本機能」として仮定する

③製品を生み出すためにどのような変化が発生しているかを調べる

④製品が真に望ましい姿になっているかを確認する

⑤製品を生み出すために真に必要な変化を考える

⑥製品を生み出す変化に不要な素材，不足する素材の洗い出しを行う

⑦素材から製品までの情報項目の生成，加工を図示する

これらの分析は情報項目の流れ示した「情報項目変化表」（図 5 — 4 ) に図示する。 

これにより次のことが明らかになる

①使用されていない情報項目がわかる

②不足している情報項目がわかる

③ 不 可 視 媒 体 （記憶，ノウハウなど）の存在がわかる

④基本機能は何かを考えることで，現状の仕享のやり方に左右されない仕事を設 

計できる

⑤情報の所有者が確認できる

⑥情報の董複した所在がわかる

山 下 裕 丈
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6 . まとめ

本研究では，間接事務作業の分析• 改善手法の先行研究を概観し，その問題点につ 

いての指摘を行ってきた。またそうした問題点を解決する方向性として，情報項目の 

視点からのスリムな仕事の設計方法をその方向性として提示した。今後は享例研究を 

通じて，本フレームワークの有効性と課題についての検討を行っていく。

間接# 務作業の分析•改卷手法に関する先行研究の考察

注

1 ) BPR (Business Process Reengineering)とは，Hammerによれぱ「コスト，品質，サ一ビ 

ス，スピードのような，重大で現代的なバフォーマンス基準を劇的に改善するために，ビジネ 

スプロセスを根本的に考え直し，抜本的にデザインしなおすこと」である。情報技術の真の力 

は，古いルールを壊し，新しい仕享のやり方を創造すること，つまりリエンジニアリングする 

ことにあるとする。

2) ECRSの原則とは，作業改善を実行するための原則である。徘 除 （Eliminate),.結合（Combine), 

入 替 （Rearrange),単純化（Simplify)の頭文字を取っている。一般にE—C—R—Sの順番で 

検言すされる。
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